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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　異なる色の現像剤を有する画像形成部を複数備え、
　全ての画像形成部を作動させて画像形成を行う全色画像形成動作と、前記複数の画像形
成部のうちの特定の画像形成部を作動させて画像形成を行う特定色画像形成動作を選択的
に行うと共に、
　全ての画像形成部を作動させて画質補正を行う全色画質補正動作と、前記特定の画像形
成部を作動させて画質補正を行う特定色画質補正動作を選択的に行うように構成した画像
形成装置において、
　前記全色画質補正動作を選択して実行を要求した場合は、前記全色画質補正動作を行い
、
　前記特定色画質補正動作を選択して実行を要求した場合であって、その要求の前に実行
された画像形成動作が前記特定色画像形成動作である場合は、前記特定色画質補正動作を
行い、
　前記特定色画質補正動作を選択して実行を要求した場合であって、その要求の前に実行
された画像形成動作が前記全色画像形成動作である場合は、前記全色画質補正動作を行う
ように構成したことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　画質補正の要・不要を判断する画質補正判断手段と、前記画質補正判断手段によって必
要と判断された画質補正の内容に基づいて前記全色画質補正動作と前記特定色画質補正動
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作のいずれかを選択してその画質補正動作の実行を要求する画質補正動作要求手段と、前
記画質補正動作の実行が要求される前に実行された画像形成動作が前記全色画像形成動作
と前記特定色画像形成動作のいずれであるかを確認する画像形成動作確認手段とを備え、
　前記画質補正動作要求手段によって前記全色画質補正動作の実行を要求した場合は、前
記全色画質補正動作を行い、
　前記画質補正動作要求手段によって前記特定色画質補正動作の実行を要求した場合であ
って、その要求の前に実行された画像形成動作が前記特定色画像形成動作であると前記画
像形成動作確認手段によって確認した場合は、前記特定色画質補正動作を行い、
　前記画質補正動作要求手段によって前記特定色画質補正動作の実行を要求した場合であ
って、その要求の前に実行された画像形成動作が前記全色画像形成動作であると前記画像
形成動作確認手段によって確認した場合は、前記全色画質補正動作を行うように構成した
請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　前記画質補正判断手段によって少なくとも全色の位置ずれ補正、全色の濃度補正及び特
定色の濃度補正のそれぞれの要・不要の判断を行うように構成した請求項２に記載の画像
形成装置。
【請求項４】
　前記画質補正判断手段によって全色の位置ずれ補正が必要と判断された場合は、前記画
質補正動作要求手段によって前記全色画質補正動作の実行を要求するように構成した請求
項３に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　周回走行すると共に前記複数の画像形成部と接触して転写ニップを形成するベルト部材
を備え、前記転写ニップにおいて前記画像形成部の画像を前記ベルト部材又はそれに保持
される記録材に転写するように構成した画像形成装置であって、
　前記特定色画像形成及び前記特定色画質補正動作を行う場合に、前記ベルト部材を前記
特定色以外の色の現像剤を有する前記画像形成部に対して相対的に離間するように構成し
た請求項１から４のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　前記画像形成部を、電子写真式の画像形成部、あるいはインクジェット式の画像形成部
とした請求項１から５のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　異なる色の現像剤を有する画像形成部を複数備え、
　全ての画像形成部を作動させて画像形成を行う全色画像形成動作と、前記複数の画像形
成部のうちの特定の画像形成部を作動させて画像形成を行う特定色画像形成動作を選択的
に行うと共に、
　全ての画像形成部を作動させて画質補正を行う全色画質補正動作と、前記特定の画像形
成部を作動させて画質補正を行う特定色画質補正動作を選択的に行うように構成した画像
形成装置の画質補正方法であって、
　前記全色画質補正動作を選択して実行を要求した場合は、前記全色画質補正動作を行い
、
　前記特定色画質補正動作を選択して実行を要求した場合であって、その要求の前に実行
された画像形成動作が前記特定色画像形成動作である場合は、前記特定色画質補正動作を
行い、
　前記特定色画質補正動作を選択して実行を要求した場合であって、その要求の前に実行
された画像形成動作が前記全色画像形成動作である場合は、前記全色画質補正動作を行う
ことを特徴とする画質補正方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機、プリンタ、ファクシミリ、あるいはこれらの複合機等の画像形成装
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置、及びその画質補正方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　複写機、プリンタ、ファクシミリ、あるいはこれらの複合機等の画像形成装置において
、複数色の現像剤によって画像を形成するフルカラー画像形成モードと、単色の現像剤に
よって画像を形成するモノクロ画像形成モードを、切り換えて実行し得るカラー画像形成
装置がある。
【０００３】
　図７に、一般的なカラー画像形成装置における画像形成部の概略構成を示す。図７に示
すように、カラー画像形成装置は、例えば、イエロー、シアン、マゼンタ、ブラックの異
なる色のトナー画像を形成する４つの画像形成部１００Ｙ，１００Ｃ，１００Ｍ，１００
Ｂｋを備えている。各画像形成部１００Ｙ，１００Ｃ，１００Ｍ，１００Ｂｋは、各色の
トナー画像を担持する感光体２００を有する。また、このカラー画像形成装置は、複数の
駆動ローラ及び従動ローラ等に張架された搬送ベルト３００を備える。搬送ベルト３００
の外周面に各感光体２００が接触し、その接触部において転写ニップを形成している。
【０００４】
　上記フルカラー画像形成モードで画像形成を行う場合は、搬送ベルト３００を図の矢印
の方向に周回走行させることにより、搬送ベルト３００上に保持する記録材を搬送する。
そして、その搬送される記録材に、各感光体２００上のトナー画像を順次重なり合うよう
に転写する。
【０００５】
　一方、モノクロ画像形成モードで画像形成を行う場合は、図７の二点鎖線に示すように
、搬送ベルト３００を張架するローラの一部を移動させて、搬送ベルト３００をブラック
以外の色の感光体２００から離間させる（例えば、特許文献１参照）。そして、ブラック
の感光体２００形成されたトナー画像のみを、搬送ベルト３００上の記録材に転写する。
上記のように、搬送ベルト３００をブラック以外の色の感光体２００から離間させること
によって、画像形成に関係ない感光体２００を駆動させないようにすることができ、感光
体２００の消耗や劣化等を防止している。
【０００６】
　ところで、各画像形成部の使用状況や使用環境の変化によって、画像の濃度が変化した
り各色画像の相対的位置がずれたりして画質が悪化することがある。そのため、カラー画
像形成装置は画質補正を行う手段を備えている。具体的には、感光体上に画質補正用のテ
ストパターン像を形成し、これを搬送ベルトに転写する。そして、搬送ベルトに転写した
テストパターン像を検知手段によって検知する。その検知結果から得られた画像特性デー
タに基づいて、画質補正を行っている。
【０００７】
　下記特許文献２に示す画像形成装置は、カラー画像の色分解成分に対応するイエロー、
シアン、マゼンタ、ブラックの各色の濃度パッチ画像（階調パターン像）を形成し、これ
らを光学センサで検知して画像濃度を測定している。
【０００８】
　しかし、特許文献２の画像形成装置は、モノクロ画像形成モードの使用頻度が多い場合
であっても、全ての色について画質補正を行うため、ブラック以外の色のトナーが無駄に
消費される結果となる。
【０００９】
　そのため、下記の特許文献３に示す画像形成装置においては、全色の画質補正を行うフ
ルカラー画質補正モードと、ブラックのみの画質補正を行うモノクロ画質補正モードを、
必要に応じて切り換えて行うようにしている。これにより、ブラックの画質補正のみが必
要となった場合は、ブラックの濃度パッチ画像のみ形成するようにして、ブラック以外の
色のトナーが無駄に消費されるのを防止している。
【特許文献１】特開２００２－２２９２９９号公報
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【特許文献２】特開２００５－８４５４３号公報
【特許文献３】特許第３８０４３５５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、上記特許文献３の画像形成装置において、フルカラー画像形成モードを
実行した後にモノクロ画質補正モードを実行する場合、搬送ベルトを一部の感光体から離
間させるように切り換えなければならない。特に、画像形成動作の途中で画質補正が必要
となった場合は、画像形成動作を一旦停止して画質補正動作を行うため、前記搬送ベルト
の切換に要する時間はユーザーを待たせるダウンタイムとなっている。また、前記搬送ベ
ルトの切換機構を備えていない画像形成装置においても、全部の画像形成部を作動させる
状態から、特定色の画像形成部のみを作動させる状態に切り換える際、その切換に時間を
要するためダウンタイムが生じる。
【００１１】
　本発明は、斯かる事情に鑑み、画質補正において、トナー消費の低減及びユーザーを待
たせるダウンタイムの低減を図り得る画像形成装置、及びその画質補正方法を提供しよう
とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　請求項１の発明は、異なる色の現像剤を有する画像形成部を複数備え、全ての画像形成
部を作動させて画像形成を行う全色画像形成動作と、前記複数の画像形成部のうちの特定
の画像形成部を作動させて画像形成を行う特定色画像形成動作を選択的に行うと共に、全
ての画像形成部を作動させて画質補正を行う全色画質補正動作と、前記特定の画像形成部
を作動させて画質補正を行う特定色画質補正動作を選択的に行うように構成した画像形成
装置において、前記全色画質補正動作を選択して実行を要求した場合は、前記全色画質補
正動作を行い、前記特定色画質補正動作を選択して実行を要求した場合であって、その要
求の前に実行された画像形成動作が前記特定色画像形成動作である場合は、前記特定色画
質補正動作を行い、前記特定色画質補正動作を選択して実行を要求した場合であって、そ
の要求の前に実行された画像形成動作が前記全色画像形成動作である場合は、前記全色画
質補正動作を行うように構成したものである。
【００１３】
　本発明の画像形成装置による画質補正は、原則、全色の画質補正が必要な場合は全色画
質補正動作を行い、特定色の画質補正が必要な場合は特定色画質補正動作を行うようにし
ている。すなわち、本発明の画像形成装置は、全色画質補正動作と特定色画質補正動作の
うち、必要とされる画質補正動作を適宜選択して実行し得るようにしている。これにより
、常に全色による画質補正動作を実行する従来の画像形成装置に比べて、画質補正におけ
る現像剤の消費を低減させることが可能である。
【００１４】
　ただし、特定色画質補正動作が要求された場合であっても、その要求の前に実行された
画像形成動作が全色画像形成動作である場合は、特定色画質補正動作を行わずに、全色画
質補正動作を実行するようにしている。すなわち、特定色画質補正動作が要求された場合
であっても、全色画像形成動作が行われた後は、全色画質補正動作を行う。このため、全
部の画像形成部を作動させる状態から、特定色の画像形成部のみを作動させる状態に切り
換える必要がない。これにより、前記画像形成部等の状態の切換に要する時間を省略する
ことができ、ユーザーを待たせるダウンタイムを低減させることが可能である。
【００１５】
　請求項２の発明は、請求項１に記載の画像形成装置において、画質補正の要・不要を判
断する画質補正判断手段と、前記画質補正判断手段によって必要と判断された画質補正の
内容に基づいて前記全色画質補正動作と前記特定色画質補正動作のいずれかを選択してそ
の画質補正動作の実行を要求する画質補正動作要求手段と、前記画質補正動作の実行が要
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求される前に実行された画像形成動作が前記全色画像形成動作と前記特定色画像形成動作
のいずれであるかを確認する画像形成動作確認手段とを備え、前記画質補正動作要求手段
によって前記全色画質補正動作の実行を要求した場合は、前記全色画質補正動作を行い、
前記画質補正動作要求手段によって前記特定色画質補正動作の実行を要求した場合であっ
て、その要求の前に実行された画像形成動作が前記特定色画像形成動作であると前記画像
形成動作確認手段によって確認した場合は、前記特定色画質補正動作を行い、前記画質補
正動作要求手段によって前記特定色画質補正動作の実行を要求した場合であって、その要
求の前に実行された画像形成動作が前記全色画像形成動作であると前記画像形成動作確認
手段によって確認した場合は、前記全色画質補正動作を行うように構成した画像形成装置
である。
【００１６】
　本発明の画像形成装置が画像形成動作確認手段を備えたことにより、画質補正動作の実
行の要求前に実行された画像形成動作が全色画像形成動作と特定色画像形成動作のいずれ
であるかを確認することができる。これにより、特定色画質補正動作が要求された場合で
あっても、その要求の前に実行された画像形成動作が全色画像形成動作であると確認され
た場合は、特定色画質補正動作を行わずに、全色画質補正動作を実行することができる。
【００１７】
　請求項３の発明は、請求項２に記載の画像形成装置において、前記画質補正判断手段に
よって少なくとも全色の位置ずれ補正、全色の濃度補正及び特定色の濃度補正のそれぞれ
の要・不要の判断を行うように構成したものである。
【００１８】
　これにより、少なくとも全色の位置ずれ補正、全色の濃度補正及び特定色の濃度補正の
それぞれの画質補正を行うことができる。
【００１９】
　請求項４の発明は、請求項３に記載の画像形成装置において、前記画質補正判断手段に
よって全色の位置ずれ補正が必要と判断された場合は、前記画質補正動作要求手段によっ
て前記全色画質補正動作の実行を要求するように構成したものである。
【００２０】
　全色の位置ずれ補正は、全色画質補正動作によって行わなければならないからである。
【００２１】
　請求項５の発明は、請求項１から４のいずれか１項に記載の画像形成装置において、周
回走行するベルト部材を備え、前記ベルト部材と前記画像形成部が接触する転写ニップに
おいて、前記画像形成部の画像を前記ベルト部材又はそれに保持される記録材に転写する
ように構成した画像形成装置であって、前記ベルト部材が全色の画像形成部に対して接触
した状態と、前記ベルト部材が前記特定色以外の画像形成部に対して相対的に離間した状
態とに切換可能に構成したものである。
【００２２】
　ベルト部材と画像形成部が接触した状態と離間した状態とに切換可能に構成した上記画
像形成装置においては、その切換時間がダウンタイムとなりやすい。そこで、本発明の画
像形成装置は、特定色画質補正動作が要求された場合であっても、その要求の前に実行さ
れた画像形成動作が全色画像形成動作であると確認された場合は、特定色画質補正動作を
行わずに、全色画質補正動作を実行するようにしている。これにより、ベルト部材と画像
形成部の接触状態を切り換える必要がないので、前記切換に要する時間を省略することが
でき、ユーザーを待たせるダウンタイムを低減させることが可能である。
【００２３】
　請求項６の発明は、請求項１から５のいずれか１項に記載の画像形成装置において、前
記画像形成部を、電子写真式の画像形成部、あるいはインクジェット式の画像形成部とし
たものである。
【００２４】
　本発明の構成を、電子写真方式の画像形成部を備えた画像形成装置、あるいはインクジ
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ェット式の画像形成部を備えた画像形成装置に適用可能である。
【００２５】
　請求項７の発明は、異なる色の現像剤を有する画像形成部を複数備え、全ての画像形成
部を作動させて画像形成を行う全色画像形成動作と、前記複数の画像形成部のうちの特定
の画像形成部を作動させて画像形成を行う特定色画像形成動作を選択的に行うと共に、全
ての画像形成部を作動させて画質補正を行う全色画質補正動作と、前記特定の画像形成部
を作動させて画質補正を行う特定色画質補正動作を選択的に行うように構成した画像形成
装置の画質補正方法であって、前記全色画質補正動作を選択して実行を要求した場合は、
前記全色画質補正動作を行い、前記特定色画質補正動作を選択して実行を要求した場合で
あって、その要求の前に実行された画像形成動作が前記特定色画像形成動作である場合は
、前記特定色画質補正動作を行い、前記特定色画質補正動作を選択して実行を要求した場
合であって、その要求の前に実行された画像形成動作が前記全色画像形成動作である場合
は、前記全色画質補正動作を行う画質補正方法である。
【００２６】
　請求項７に記載の画質補正方法においても、上記請求項１と同様の作用・効果を発揮す
ることができる。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明の画像形成装置及びその画質補正方法によれば、必要とされる画質補正動作を適
宜選択して実行するため、画質補正におけるトナー消費を低減させることができる。また
、特定色画質補正動作が要求された場合であっても、全色画像形成動作が行われた後は、
全色画質補正動作を行うため、ユーザーを待たせるダウンタイムの低減を図ることも可能
である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　図１は、本発明に係る画像形成装置の実施の一形態を示す概略構成図である。図１に示
す本発明の画像形成装置は、カラー画像の色分解成分に対応するイエロー、シアン、マゼ
ンタ、ブラックの異なる色のトナー（現像剤）によって画像を形成するための４つの画像
形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋを有する。また、画像形成装置が備えるトナーの種類は
イエロー、シアン、マゼンタ、ブラックの４色に限らない。互いに異なる色のトナーを複
数備えていれば、４色より多い場合であっても、あるいは４色より少ない場合であっても
よい。
【００２９】
　各画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋは、互いに異なる色のトナーを収容している以
外は同様の構成となっている。そこで、１つの画像形成部１Ｙを例にその構成を説明する
。
【００３０】
　画像形成部１Ｙは、トナー画像を担持する像担持体としての感光体２と、感光体２の表
面を帯電させる帯電手段３と、感光体２の表面の静電潜像に対してトナーを供給してトナ
ー画像を形成する現像手段４と、感光体２の表面に付着した残留トナーを除去するクリー
ニング手段５を備えている。クリーニング手段５としては、クリーニングブレード、クリ
ーニングローラ又はクリーニングブラシ等を適用することが可能である。あるいは、これ
らを併用してもよい。
【００３１】
　各画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋの上方には、感光体２の表面に静電潜像を形成
する露光手段６が配設されている。また、各画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋの下方
には、転写搬送ベルト装置７が配設されている。
【００３２】
　転写搬送ベルト装置７は無端状のベルト部材から成る搬送ベルト８を有する。搬送ベル
ト８は、駆動ローラ９、従動ローラ１０及び２つの対向ローラ１１，１１に張架されてい
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る。搬送ベルト８の外周面には、４つの画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋが有する各
感光体２が接触して転写ニップを形成している。また、これら転写ニップの近傍に補助ロ
ーラ１２が設けられ、各補助ローラ１２は図示しないスプリングによって搬送ベルト８の
内周面に圧接している。また、各転写ニップに対応する位置に、転写バイアスを印加する
ための印加部材１３が搬送ベルト８の内周面に接触して配設されている。この印加部材１
３は、例えば導電性ブラシや導電性ローラ等によって構成される。
【００３３】
　本発明の画像形成装置の下部には、給紙部１５が配設されている。給紙部１５は、印刷
用紙やＯＨＰフィルム等の記録材を複数枚重ねて収容する給紙カセット１６と、給紙カセ
ット１６の記録材を一枚ずつ分離するピックアップローラ１７と、分離した記録材を送り
出す給紙ローラと１８を備える。
【００３４】
　転写搬送ベルト装置７の図の右下には、搬送される記録材を一旦停止するためのレジス
トローラ１９が配設されている。また、転写搬送ベルト装置７の図の左上には、定着装置
１４が配設されている。定着装置１４は、例えば、定着ローラ１４ａ、加熱ローラ１４ｂ
、これらに張架された定着ベルト１４ｃ及び加圧ローラ１４ｄによって構成されている。
定着ローラ１４ａと加圧ローラ１４ｄは圧接されて定着ニップを形成している。
【００３５】
　また、本発明の画像形成装置の上部には、記録材を外部に排出する排出ローラ２０と、
排出された記録材をストックする排紙部２１が配設されている。
【００３６】
　図２は、４つの画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋが有する各感光体２と、転写搬送
ベルト装置７を示す。図２の二点鎖線に示すように、従動ローラ１０と一部の補助ローラ
１２を移動させて、搬送ベルト８を一部の感光体２から離間させるように構成している。
詳しくは、搬送ベルト８は、ブラック以外、すなわち、イエロー、シアン、マゼンタの各
画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍの感光体２に対して、接触する状態と離間する状態とに選択
的に切換可能となっている。
【００３７】
　また、本発明の画像形成装置は、画像濃度の変化や各色画像の相対的位置ずれの補正す
る手段を備えている。具体的には、各画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋは、画像濃度
補正を行うための階調パターン像Ｐ１（図３参照）や、画像位置ずれ補正を行うためのラ
インパターン像Ｐ２（図４参照）を形成するように構成されている。また、階調パターン
像やラインパターン像以外の画質補正用のテストパターンを形成するように構成してもよ
い。
【００３８】
　図１に示すように、上記階調パターン像及びラインパターン像を検知するための検知手
段２２が、搬送ベルト８の外周面に対向して配設されている。検知手段２２は、例えば、
光学式センサから構成される。
【００３９】
　図５は、本発明の画像形成装置のブロック図を示す。図５に示すように、本発明の画像
形成装置は、各画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１ｂｋの動作を制御する制御部３０と、操
作手段２９と、画質補正判断手段４０と、画質補正動作要求手段４１と、画像形成動作確
認手段４２を備える。制御部３０は、画像形成動作実行部３１と、画質補正動作実行部３
２を有している。
【００４０】
　本発明の画像形成装置は、上記４色全ての画像形成部を作動させて画像を形成する全色
画像形成動作と、４色のうち特定色の画像形成部を作動させて画像を形成する特定色画像
形成動作を、選択的に切り換えて実行し得るように構成されている。この実施形態では、
前記特定色画像形成動作として、ブラックの画像形成部１Ｂｋのみを作動させて画像を形
成する単色画像形成動作を行う。以下、全色画像形成動作をフルカラー画像形成動作とい
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い、単色画像形成動作をモノクロ画像形成動作という。フルカラー画像形成動作及びモノ
クロ画像形成動作の実行の指示は、前記画像形成動作実行部３１によって行われる。
【００４１】
　また、本発明の画像形成装置は、上記４色全ての画像形成部を作動させて画質補正を行
う全色画質補正動作と、４色のうち特定色の画像形成部を作動させて画質補正を行う特定
色画質補正動作を、選択的に切り換えて実行し得るように構成されている。この実施形態
では、前記特定色画質補正動作として、ブラックの画像形成部１Ｂｋのみを作動させて画
質補正する単色画質補正動作を行う。以下、全色画質補正動作をフルカラー画質補正動作
といい、単色画質補正動作をモノクロ画質補正動作という。フルカラー画質補正動作及び
モノクロ画質補正動作の実行の指示は、前記画質補正動作実行部３２によって行われる。
【００４２】
　前記操作手段２９は、ユーザーが画像形成動作実行部３１に対して画像形成動作の実行
を指示するための手段である。ユーザーは、操作手段２９を操作することによって、フル
カラー画像形成動作とモノクロ画像形成動作を選択して画像形成動作実行部３１に実行さ
せることができる。操作部２９は、例えば、画像形成装置の上面等に配設された操作パネ
ルから構成される。
【００４３】
　前記画質補正判断手段４０は、画質補正の要・不要を判断する手段である。画質補正判
断手段４０は、予め設定した基準に基づいて画質補正の要・不要を自動的に判断する。
【００４４】
　前記画質補正動作要求手段４１は、画質補正判断手段４０によって必要と判断された画
質補正の内容に基づいて、フルカラー画質補正動作とモノクロ画質補正動作のいずれかを
選択して、その選択した画質補正動作の実行を要求する手段である。
【００４５】
　前記画像形成動作確認手段４２は、画質補正動作の実行が要求される前（直前）に実行
された画像形成動作が、フルカラー画像形成動作とモノクロ画像形成動作のいずれである
かを確認する手段である。
【００４６】
　以下、本発明の画像形成装置の画像形成動作について説明する。
　ユーザーが操作手段２９でフルカラー画像形成動作を選択した場合、画像形成動作実行
部３１は、搬送ベルト８を全ての画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋの各感光体２に接
触させた状態に配置させる（図２において、実線で示す搬送ベルト８を参照）。
【００４７】
　そして、図１に示すイエローの画像形成部１Ｙにおいて、帯電手段３によって感光体２
の表面を均一な高電位に帯電させる。画像データに基づいて露光手段６から感光体２の表
面にレーザビームが照射され、照射された部分の電位が低下して静電潜像が形成される。
この感光体２の表面の静電潜像が形成された部分に、現像手段４によって帯電させたトナ
ーを静電的に転移させ、イエローのトナー画像を形成（可視画像化）する。その他の各画
像形成部１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋにおいても、同様にして感光体２上にトナー画像を形成する
。
【００４８】
　給紙部１５において、ピックアップローラ１７を回転させて、給紙カセット１６内の記
録材を一枚ずつ分離する。分離した記録材を給紙ローラ１８によって送り出し、送り出さ
れた記録材はレジストローラ１９によって一旦停止される。
【００４９】
　上述のように、各感光体２の表面にトナー画像を担持させた後、レジストローラ１９の
駆動を再開し、記録材を搬送ベルト８上に送り出す。搬送ベルト８が周回走行することに
よって、搬送ベルト８上の記録材はイエローの画像を担持する感光体２の転写ニップに至
る。転写ニップでは印加部材１３に転写バイアスが印加されており、この転写バイアスに
よって感光体２上のトナー画像が記録材へ静電的に転写される。
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【００５０】
　その後、同様にして、他の画像形成部１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋで形成したトナー画像を記録
材に重ねて転写する。
【００５１】
　各色のトナー画像を転写された記録材は、定着装置１４へと搬送される。定着装置１４
に送り込まれた記録材は、定着ローラ１４ａと加圧ローラ１４ｄ間に挟まれて加熱・加圧
される。これにより、記録材上にカラー画像が定着される。そして、記録材は排出ローラ
２０によって排紙部２１に排出されストックされる。また、トナー画像を転写した後、感
光体２の表面に付着している残留トナーは、クリーニング手段５によって除去される。
【００５２】
　また、ユーザーが操作手段２９でモノクロ画像形成動作を選択した場合、画像形成動作
実行部３１は、搬送ベルト８をブラック以外の色の感光体２に対して離間させた状態に配
置する（図２において、二点鎖線で示す搬送ベルト８を参照）。
【００５３】
　ブラックの画像形成部１Ｂｋにおいて、上記と同様に感光体２上にトナー画像を形成し
、搬送ベルト８によって搬送される記録材にブラックのトナー画像を転写する。そして、
定着装置１４で記録材上のトナー画像を定着した後、その記録材を排紙部２１に排出する
。
【００５４】
　以下、図５のブロック図と図６のフローチャートを参照して、本発明の画像形成装置の
画質補正動作について説明する。
【００５５】
　画像形成動作の実行が要求された際、画質補正判断手段４０によって、画質補正の要・
不要を判断する（ＳＴＥＰ１）。具体的には、下記（i）（ii）（ii）に示す基準に基づ
いて判断する。
【００５６】
　（i）以前にブラックのみ又は全色のトナー画像の濃度補正を行ったときから、ブラッ
クのトナーを使用した印刷ページ数の累積数のみが２００ページに達した場合、ブラック
のみのトナー画像の濃度補正を必要と判断する。
　（ii）以前に全色のトナー画像の濃度補正を行ったときから、全色のトナーを使用した
印刷ページ数の累積数が２００ページに達した場合、全色のトナー画像の濃度補正を必要
と判断する。
　（iii）以前に各色のトナー画像の位置ずれ補正を行ったときから、画像形成装置の周
囲の温度が５℃変化した場合、各色のトナー画像の位置ずれ補正が必要と判断する。
【００５７】
　画質補正判断手段４０によって、上記（i）（ii）（iii）の画質補正うち少なくとも１
つの画質補正が必要と判断された場合は、必要と判断した画質補正の情報を画質補正動作
要求手段４１に送信する。なお、画像形成動作の途中で画質補正が必要と判断された場合
は、継続中の画像形成動作は一旦停止される。一方、画質補正判断手段４０によって、上
記（i）（ii）（iii）の画質補正のいずれの画質補正も不要と判断された場合、画質補正
判断手段４０は引き続き画質補正の基準を満たすが否かを観察する。
【００５８】
　画質補正動作要求手段４１は、画質補正判断手段４０によって必要と判断された画質補
正の情報に基づいて、フルカラー画質補正動作とモノクロ画質補正動作のいずれかを選択
し、その選択した画質補正動作の実行を画質補正動作実行部３２に要求する（ＳＴＥＰ２
）。
【００５９】
　具体的には、ブラックのトナー画像のみの濃度補正が必要な場合は、モノクロ画質補正
動作の実行を要求する。また、全色のトナー画像の濃度補正が必要な場合は、フルカラー
画質補正動作の実行を要求する。また、各トナー画像の位置ずれ補正が必要な場合は、フ
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ルカラー画質補正動作の実行を要求する。また、ブラックのトナー画像のみの濃度補正と
各トナー画像の位置ずれ補正が同時期に必要となった場合は、フルカラー画質補正動作の
実行を要求する。また、ユーザーが高画質なカラー画像を要求しないように設定している
場合、全色のトナー画像の濃度補正が必要と判断されても、モノクロ画質補正動作を要求
する。
【００６０】
　そして、フルカラー画質補正動作の実行を要求した場合、その画質補正動作を行って良
いか否かを確認する（ＳＴＥＰ３）。画質補正を行う場合、搬送中の記録材は所定の位置
に待機させる。そのため、センサ等によって、記録材が所定の位置に待機されているか否
かの確認を行う。
【００６１】
　画質補正動作を行って良いことを確認した場合は、フルカラー画質補正動作を行う（Ｓ
ＴＥＰ４）。一方、画質補正動作を行う準備ができていない場合は、その準備の完了を確
認するまでフルカラー画質補正動作を行わない。
【００６２】
　ＳＴＥＰ４のフルカラー画質補正動作を行う場合は、搬送ベルト８を、全ての画像形成
部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋの各感光体２に接触させた状態に配置する（図２において、
実線で示す搬送ベルト８を参照）。そして、イエローの画像形成部１Ｙにおいて、イエロ
ーの階調パターン像（又はラインパターン像）を形成し、これを搬送ベルト８の上に転写
する。階調パターン像（又はラインパターン像）の形成方法及び転写方法は、上述したト
ナー画像の形成方法及び転写方法と同様であるので説明を省略する。その他の各画像形成
部１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋにおいても、同様にして各色の階調パターン像を形成し、これらを
搬送ベルト８の上に列を成すように転写する（図３又は図４参照）。
【００６３】
　搬送ベルト８の走行に伴って階調パターン像が移動し、階調パターン像が検知手段２２
に至ったときに検知される。そして、検知手段２２で検知した検知信号に基づいて、図示
しない補正手段が、現像手段４の現像バイアス、帯電手段３の帯電バイアス、露光手段６
のレーザ露光パワー等の画像形成パラメータを補正する。これにより、画質補正を終了す
る。また、画像形成動作が中断されている場合はそれを再開する。
【００６４】
　また、図６のフローチャートに戻って、モノクロ画質補正動作の実行を要求した場合、
その画質補正動作を行って良いか否かを確認する（ＳＴＥＰ５）。この場合も上記と同様
に、記録材が所定の位置に待機されているか否かを確認する。
【００６５】
　画質補正動作を行って良いことを確認した場合、画像形成動作確認手段４２によって、
モノクロ画質補正動作の要求前（直前）に実行された（又は、一旦停止している）画像形
成動作が、フルカラー画像形成動作とモノクロ画像形成動作のいずれであるかを確認する
（ＳＴＥＰ６）。一方、画質補正動作を行う準備ができていない場合は、その準備の完了
を確認するまで次のＳＴＥＰ６に進まない。
【００６６】
　画像形成動作確認手段４２によって、モノクロ画質補正動作の要求前（直前）に実行さ
れた画像形成動作がフルカラー画像形成動作であると確認された場合は、モノクロ画質補
正動作を行わずに、フルカラー画質補正動作を実行する（ＳＴＥＰ７）。なお、フルカラ
ー画質補正動作は、上記ＳＴＥＰ４で説明したのと同様に行う。そして、画質補正を終了
する。また、画像形成動作が中断されている場合はそれを再開する。
【００６７】
　一方、画像形成動作確認手段４２によって、モノクロ画質補正動作の要求前（直前）に
実行された画像形成動作がモノクロ画像形成動作であると確認された場合は、モノクロ画
質補正動作を実行する（ＳＴＥＰ８）。
【００６８】
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　ＳＴＥＰ８のモノクロ画質補正動作を行う場合は、搬送ベルト８を、ブラックの以外の
各画像形成部１Ｙ，１Ｃ，１Ｍの感光体２に対して離間させた状態に配置する（図２にお
いて、二点鎖線で示す搬送ベルト８を参照）。そして、ブラックの画像形成部１Ｙにおい
て、ブラックの階調パターン像（又はラインパターン像）を形成し、これを搬送ベルト８
の上に転写する。この階調パターンを検知手段２２によって検知し、検知信号に基づいて
、図示しない補正手段がブラックの画像形成パラメータを補正する。これにより、画質補
正を終了する。また、画像形成動作が中断されている場合はそれを再開する。
【００６９】
　本発明の画像形成装置による画質補正は、原則、全色のトナー画像の補正が必要な場合
はフルカラー画質補正動作を行い、ブラックのトナー画像のみの補正が必要な場合はモノ
クロ画質補正動作を行うようにしている（図６のＳＲＥＰ４及びＳＴＥＰ８参照）。すな
わち、本発明の画像形成装置は、フルカラー画質補正動作とモノクロ画質補正動作のうち
、必要とされる画質補正動作を適宜選択して実行し得るようにしている。これにより、常
に全色による画質補正動作を実行する従来の画像形成装置に比べて、画質補正におけるト
ナー消費を低減させることが可能である。
【００７０】
　ただし、図６のＳＴＥＰ７に示すように、モノクロ画質補正動作の要求前（直前）に実
行された画像形成動作がフルカラー画像形成動作であると確認された場合は、モノクロ画
質補正動作を行わずに、フルカラー画質補正動作を実行するようにしている。すなわち、
モノクロ画質補正動作が要求された場合であっても、フルカラー画像形成動作が行われた
後は、フルカラー画質補正動作を行う。このため、画像形成動作から画質補正動作へ移行
するにあたって、搬送ベルト８の配置を図２に示すように切り換える必要がない。これに
より、搬送ベルト８の切換に要する時間を省略することができ、ユーザーを待たせるダウ
ンタイムを低減させることが可能である。さらに、前記フルカラー画質補正動作を終了さ
せた後、中断していたフルカラー画像形成動作を行う場合も、同様に搬送ベルト８の切換
に要する時間を省略することができるため、ユーザーを待たせるダウンタイムの低減を図
り得る。
【００７１】
　また、本発明は上記実施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範
囲で種々の変更を加え得ることは勿論である。例えば、本発明の構成を、周回走行するベ
ルト部材（中間転写ベルト）に一旦転写し、その転写したトナー画像を記録材に転写する
間接転写方式の画像形成装置にも適用可能である。また、本発明の構成を、電子写真式の
画像形成部を有する画像形成装置以外に、インクジェット式の画像形成部を有する画像形
成装置にも適用可能である。また、本発明の構成を、搬送ベルトが一部の感光体に対して
接触・離間しない画像形成装置にも適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００７２】
【図１】本発明の画像形成装置の概略構成図である。
【図２】本発明の画像形成装置が備える４つの画像形成部の各感光体と転写搬送ベルト装
置を示す簡略図である。
【図３】画像濃度補正を行うための階調パターン像を示す図である。
【図４】画像位置ずれ補正を行うためのラインパターン像を示す図である。
【図５】本発明の画像形成装置のブロック図である。
【図６】本発明の画像形成装置が行う画質補正のフローチャートである。
【図７】搬送ベルトを感光体に対して接触・離間するように構成した画像形成装置の要部
を示す簡略図である。
【符号の説明】
【００７３】
　１Ｙ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｂｋ　画像形成部
　８　　　搬送ベルト
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　４０　　画質補正判断手段
　４１　　画質補正動作要求手段
　４２　　画像形成動作確認手段

【図１】 【図２】
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